	プラスチック製品製造業


生産は、回復しつつあるが、原料価格や電気代など製造コストの上昇を製品価格に転嫁できず、収益は悪化している。

厳しい経営状況の下で、自社製品の開発、受注先への提案、３Ｄプリンタの導入などにより、活路を見出そうとする動きがみられる。
業界の概要

プラスチック製品は、各種成形機により、プラスチックを成形した製品である。用途は、機械器具等の部品、日用雑貨、容器、建設材料、包装資材など多岐にわたる。

製法は、プラスチックの原料を加熱溶解し、圧力を掛けて金型内に流し込み、冷却することにより成形したものを取り出す射出成形が最も一般的である。複雑な形状や精密さが必要な製品を短時間で安価に大量生産できるため、様々な製品がこの製法で作られる。
大阪の地位と特徴

大阪府内「プラスチック製品製造業（別掲を除く）」は、2,568事業所で、従業者数は32,481人、製造品出荷額等で7,331億円であり、全国に占める割合は、それぞれ12.7％、7.8％、6.6％である（総務省『平成24年経済センサス活動調査産業横断的集計（製造業）』、全数）。
大阪府の製造品出荷額等は、愛知県に次ぐ全国第２位であり、以下、埼玉県、神奈川県、滋賀県と続いている。府内では、プラスチック製品製造業は、大阪市生野区を中心とした大阪市東部から東大阪市、八尾市に多く立地している。

大阪府では、全国と比べて、電気機械器具用製品や日用雑貨・食卓用品、容器などの出荷割合が高く、輸送機械器具用製品の割合が低いことが特徴である。本稿では、機械部品の景気動向を中心にみていく。
生産は回復しつつある
全国の販売動向をみると、プラスチック製品の販売金額は、東日本大震災の影響を乗り越え24年には増加していたが、年末から再び減少に転じ、25年１～３月期は前年同期比６％減となった（表１）。特に、機械部品は減少幅が大きく、輸送機械用部品、電気通信用部品を問わず２桁の減少となった。しかし、４～６月期以降、減少幅は縮小し、７～９月期は増加に転じた。ただし、機械部品の中でも電気通信用部品は減少が続いている。
24年７～９月期以降マイナスが続いていた所定外労働時間ＤＩ（増加割合－減少割合）は25年７～９月期にプラスに転じた（表２）。生産・売上高ＤＩ（増加割合－減少割合）についても、25年１～３月期を底に改善傾向にあるものの、７～９月期においてもマイナス値を示しており、景況の回復については企業間でバラツキがみられる。
府内企業への聞き取り調査では、家電部品の７～９月期における生産量は対前年同期比で５％増だが、受注単価の低下により販売額では横ばいという。他の企業でも、農機具部品製造、食品加工機械部品加工の受注も横ばいである。一方で、センサー、ポンプ、半導体製造装置などの成形部品について３％減という企業もある。これに対して、自動車部品、医療機器、住宅設備といった分野の受注は増加している。
生産コスト上昇により減益
生産コストについては、原材料のペレットなどの価格は、円安と原油高により大幅に上昇している。
さらに、電気料金の値上げがコスト増加要因となっている。プラスチック成形では、原料を溶解させる熱源などで電気使用量が多い。大阪府内の従業者30人以上の製造業事業所において電力使用額が生産額に占める割合は、製造業平均が1.2％であるのに対して、プラスチック製品製造業は2.0％になっている（大阪府統計課『平成24年経済センサス‐活動調査　産業別集計（製造業）』）。
それに加えて、府内事業所における当業界のパート･アルバイト比率は29.2％と、製造業平均の21.2％よりも高く、最低賃金の上昇もコスト上昇要因になる。
このように、生産コストは上昇しているものの、それを製品価格に転嫁できないばかりか、１～２％低下、５％低下といった具合に下落している企業が多い。このため、収益は悪化している企業が多いが、売上げが伸びている企業の中には生産性の向上とあいまって増益という企業も一部にみられる。
受注先に小ロット生産について簡易なカセットタイプの金型の利用を提案することによって、製品単価の低下を食い止めようとする動きが見られる。この方式は、金型の製品形状に関わる部分のみを交換し、成形機に金型を取付けるための部分など共用できるパーツに関しては共用する仕組である。それによって、受注先は金型製作の工期短縮や材料節約により金型代を削減できるというメリットがある。また、成形業者にとっても、受注先から預かる金型の保管スペースを少なくできるというメリットもある。

一部で資金繰り悪化による倒産
資金繰りは、聞き取り調査を行なった範囲では、特に問題は生じていない。小規模企業でも財務状況が良好な企業に対しては金融機関側から借入れを増やして欲しいといった要望があるという。
その一方で、受注の減少が続く一方で、25年３月に金融円滑化法の終了から半年近く経過する中で、資金ショートに陥り倒産する企業が散見されるようになっている。
雇用は持ち直しの兆し
雇用については、今年度は採用が全くない、採用の場合でも退職者補充のための中途採用という企業が多いが、来年度には、技能継承のために新規採用を実施したいという企業がみられた。
賃上げについては、小規模企業では、そうしたゆとりはないとのことであり、中堅規模の企業でも、一律の賃上げということではなく、意欲と実績に応じたきめ細かな登用・降格制度の下で賃金体系を見直すとのことである。
３Ｄプリンタなど設備投資に動き
設備投資は、中堅規模の企業では、成形機の更新や検査システムの導入などを定期的に行っているが、25年度は24年度並みの実績見込みである。小規模企業の中には、従来とは異なる素材を扱える成形機や、プラスチックの加工のためにマシニングセンタを導入するなどの動きがみられる。
業界では以前より積層造形技術を保有する企業がみられたが、近年は、いわゆる３Ｄプリンタを導入している企業も散見される。機械部品を成形する小規模企業では、３Ｄプリンタの導入を予定している企業が少なからずみられる。ただし、導入の狙いは、あくまでも商談を迅速に進める道具としての活用であり、自社が手がける成形部品の代替的な生産方法とは考えていない。
今後の見通し

受注は、25年の１～３月期を底に回復しつつあり、今後緩やかな回復が期待される状況である。ただし、原材料価格は高止まりしたままであり、電気代等含めて生産コストは上昇しているにも関わらず製品価格に転嫁できる状況には至っていない。小規模企業を中心として、収益的には厳しい状況が続くとみられる。
こうした中で、自社製品の開発、受注先への提案、３Ｄプリンタの導入などにより、活路を見出そうとする動きがみられる。
（町田　光弘）
表１　プラスチック製品販売金額の推移（全国）
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販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率

販売金額 増加率

平成21年 3,668,769 -17.8 1,067,011 -25.6 679,519 -26.3 283,220 -24.8 104,272 -22.7

22年 4,059,647 10.7 1,271,343 19.1 818,832 20.5 320,030 13.0 132,481 27.1

23年 3,922,357 -3.4 1,145,188 -9.9 741,300 -9.5 281,648 -12.0 122,240 -7.7

24年 4,145,405 5.7 1,267,827 10.7 877,429 18.4 265,479 -5.7 124,919 2.2

25年１～３月 968,425 -6.0 294,442 -14.1 207,206 -14.3 58,997 -12.9 28,239 -15.3

４～６月 1,029,480 -2.0 297,734 -6.5 206,473 -5.6 61,308 -8.7 29,953 -7.9

７～９月 1,060,565 2.7 314,840 1.6 223,190 4.8 60,543 -9.2 31,107 2.8

資料：経済産業省『プラスチック製品統計』

（注）常用従業者40人以上の事業所。増加率は、対前年（同期）比。
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表２　自社業況に関するDI（前年同期比）
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所定外

労働時間

製品在庫

材料原料

単価

総合判断

平成24年 １～３月 -0.4 -21.3 -20.7 -1.4 -4.3 48.5 -18.5

４～６月 3.3 -18.5 -6.6 7.0 -1.6 47.7 -3.7

７～９月 -12.8 -24.9 -21.0 -5.2 -3.8 28.9 -19.0

10～12月 -28.9 -26.2 -29.7 -19.1 -13.3 21.9 -32.4

25年 １～３月 -37.4 -24.3 -39.7 -15.8 -12.4 53.3 -40.9

４～６月 -24.2 -23.2 -34.7 -8.8 -10.8 62.3 -35.1

７～９月 -4.2 -18.0 -27.8 3.1 -2.8 60.2 -25.4

資料：全日本プラスチック製品工業連合会『会員景況感調査報告（全国版）』

（注）DIは、「増加（上昇、好転）割合」－「減少（下落、悪化）割合」
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